
様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（１）－ア－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国 生産者、生産者団

体、特用林産協会、
米穀出荷取扱業者
等

農薬流通・販売業者
JA

農薬使用者

農薬販売者及び使用者
への立入取締

立入調査、巡回指導
の実施

使用基準の遵守、保
管管理の徹底

記帳、適正販売の実
施、適正使用指導

農薬適正使用基準
の遵守

・農薬販売者への立入検査実施（７４件）
・農薬使用者への巡回指導（８件）

指導士、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
の認定

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰとして記
帳指導、適正使用の
普及

指導士として適正販
売の実施、保管管理
の普及

研修会の実施

適正指針の作成 農薬適正使用基準
の遵守、生産履歴の
記帳

使用者に対する適
正使用の啓発

講習会の実施 農薬散布履歴記帳
運動の推進

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、印刷物
等による情報提供・
啓発

農薬適正使用推進
会議の運営

農薬適正使用推進
会議への参画

防除指導

研修会等の開催

非農耕地用除草剤の
販売点検

点検業務の実施 農薬に使用できない
旨の表示の実施

農政事務所 ・農薬販売業者に対する点検業務の実施　９６店舗（再点検を含め、延べ点検数は１０
４件）

農薬使用状況の調
査・点検

農薬の適正使用と
記帳

生産者に対する適
正使用の指導

農作物の残留農薬
の分析

システムの検討会の開
催

システムの検討 システムの検討 システムの検討 指導・支援団体数　　７団体３２件

生産段階での体制づく
りの推進

生産履歴等の記帳
指導

生産履歴等の記帳
の推進

青果ネットカタログ登録件数　　７９件

ｃ　特用林産物の生
産技術研修会の実施

生産技術研修会の実
施

研修の広報・支援 研修の実施
研修の受講

県林業振興課 ・経営力向上研修　H19.1 実施
・きのこ山菜栽培スタートアップ研修　H19.2～3にかけて３回実施

米穀のカドミウム調査 検体の収去、送付 情報提供 情報提供 ・重点調査２点、一般調査５点
・全点０．４ｐｐｍ未満

米麦の残留農薬調査 情報提供 ・農薬使用状況調査の実施　米穀１点、大豆１点
・全点不検出

農産物の有害物質実
態調査(ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類、
鉛、ﾃﾞｵｷｼﾆﾊﾞﾚﾉｰﾙ等）

農薬の適正使用指
導

・Ｄｘｎ及びＨＭは調査無し。

※県果樹食品流通課

農政事務所

県農業技術課
農政事務所
ＪＡ中央会

農政事務所

農薬管理指導士及び農
薬適正使用アドバイ
ザーの育成

農薬適正使用推進

農産物安全対策

ａ　農薬取締法の遵
守

ｂ　※青果物等でのト
レーサビリティ・システ
ム構築に向けた検討
の推進

ｄ　農産物安全性確
認業務の実施

・農薬の使用状況の調査・点検　対象農家数４９戸
・残留農薬分析　協力農家数１３戸

備考H18実績

(農政事務所）
・農薬危害防止運動時（６月）にチラシ作成・配布（ＪＡ等　10,000枚）
（農業技術課）
・県及びＪＡ主催による研修会の開催
・農薬適正使用に関する啓発資料の作成と配布（73,000部）
・農薬適正使用推進会議の開催（５月15日）
・主要農産物の出荷前残留農薬分析を実施(11品目 74点)
・農薬飛散防止対策マニュアルの策定
・万が一の残留基準超過事例が発生した場合における対応マニュアルの整備

・農薬管理指導士、農薬適正使用アドバイザー認定研修会の開催
（平成19年1月29日及び2月21日）
･農薬管理指導士　　107名認定

関係部署取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（１）－アー（イ）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国 畜産農家、生産者団

体等
飼料製造業者、卸・
販売業者、食肉流通
ｾﾝﾀｰ等

立入検査の実施 立入調査の実施 飼料の適正使用 適正な飼料製造・販
売

県畜産課 ・栄養成分検査１２検体､肉骨粉検査１５検体について実施した。

畜産物安全対策業務
の実施

飼料の使用状況等
の調査・点検

飼料の適正使用 農政事務所 ・飼料の使用状況等の調査・点検の実施　乳用牛４件、肉用牛１件、採卵鶏６件、ブロ
イラー２件

流通飼料対策推進協
議会、流通飼料研究会
の開催

協議会、研究会の開
催

参加 参加 県畜産課 ・流通飼料研究会１回、流通飼料対策協議会１回を開催した。

畜産農家への普及啓
発・指導

普及啓発・指導の実
施

県畜産課 ・県内農家４０２戸について巡回指導を実施した。
　　　酪農家105戸　肉牛農家91戸　養豚農家36戸
　　　採卵農家63戸　鶏肉農家18戸　養蜂家89戸

ｂ 家畜伝染病予防法
の遵守

指導・検査実施による
伝染病の発生・まん延
防止

指導・検査の実施 発生・まん延防止 県畜産課 ・５疾病について検査を実施した。
　　　牛ブルセラ病　2855頭　　牛結核病　3006頭
　　　牛ヨーネ病　1128頭　　馬伝染性貧血　533頭
　　　蜜蜂の腐蛆病　1171群

ｃ ＨＡＣＣＰの考え方
を取り入れた衛生管
理手法の導入

ＨＡＣＣＰ方式の考え方
を用いた生産衛生管理
の推進

指導の実施 ＨＡＣＣＰ方式の考え
方を用いた生産衛生
管理の実施

県畜産課 ・生乳の黄色ブドウ球菌検査　1336検体

業者への周知・指導 情報の伝達 適正表示の実施

表示の確認、立入検
査

帳簿への記入

情報の共有化

※牛肉サンプルのＤＮ
Ａ鑑定の実施

サンプルの収集・鑑
定

１８０点を鑑定

※牛肉トレーサビリティ
法に基づく情報管理

立入検査 法律の遵守、届出の
履行

法律の遵守、届出の
履行

定期立入検査　２０１
随時立入検査　　３９を実施
届出等の指導

※推進会議の開催 推進会議の開催 会議への参加 会議への参加 会議への参加 ・食肉適正表示交流会等参加　4回

※ホームページによる
県産牛肉の生産履歴
情報の公開

助言の実施 生産牛の情報提供 ホームページ運用、
個体識別番号の伝
達

牛肉の情報入手 ・ホームページアクセス数7000件（18年度）

※特定牛肉の固体識
別番号の表示

内　容

ａ 飼料安全法の遵守

取り組み（事業）

ｄ　※牛肉トレーサビ
リティ法に伴うシステ
ム運用等

確認及び指導　　２５０業者

H18実績 備考関　係　者　の　役　割 関係部署

※県畜産課
※農政事務所
※（社）山梨県畜産協
会
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（１）－ア－（ウ）
取り組み（事業） 内　容

行政 生産者 事業者 消費者
県、国 養殖業者、漁業協同

組合

※冷水病等に関する調
査、影響軽減技術の確
立

健全な魚苗育成の
ための調査研究

健全な養殖用種苗
の購入

・冷水病フリー種苗（センター産種苗）を放流した河川での発生調査
　センター三種苗のみを放流した河川に置いては、解禁時までは冷水病の発生は見ら
れなかった。

防疫体制の指導 防疫体制の確立

調査研究への協力

健全な魚苗の放流

b 水産物安全対策業
務の実施

水産物安全対策業務
の実施

調査・点検の実施 水産用医薬品の適
正使用、使用状況の
記帳

農政事務所 ・にじます８件、あゆ１件に対し記入簿を配布し、年２回調査を行う。

（１）－ア－（エ）

行政 生産者 事業者 消費者
県、市町村 生産者、生産者団

体、ｴｺﾌｧｰﾏｰ
認証機関、環境農産
物流通・販売者

化学合成農薬、化学肥
料削減計画の策定

計画の策定 削減栽培技術の実
践

化学合成農薬、化学
肥料を削減して栽培
した農産物の流通販
売

化学合成農薬、化学
肥料を削減して栽培
した農産物に対する
理解

品目及び導入技術を追加した指針を策定（改訂）

削減栽培技術の開
発

生産者同士での技
術・知識の普及、情
報交換

技術知識の普及 削減栽培の実践支
援

化学合成農薬、化学肥
料削減栽培マニュアル
の策定

マニュアルの策定 モモ、ブドウ、オウトウ、夏秋なす、施設トマト、スイートコーン、ダイコンについて５割低
減の体系確立に向けた実証圃を設置

計画の認定 計画の策定、実践

計画の実践支援

認証基準の策定 認証の取得 審査、調査、認証等
の実施

認証機関の登録・検
査

削減栽培の実践 化学合成農薬、化学
肥料を削減して栽培
した農産物の流通販
売

化学合成農薬、化学
肥料を削減して栽培
した農作物に対する
理解

認証農作物栽培の
指導

環境保全型農業技術
実践のための施設、資
材等への助成

事業の実施・支援 技術の確立 キュウリ、夏秋トマト、ホウレンソウ、ブドウ、抑制ナスの経営実証圃を設置

消費者ニーズに対応し
た農産物生産技術確立

技術・知識の普及 生産者同士での技
術・知識の普及、情
報交換

（農業技術課）
環境保全型農産地化推進会議の開催：３回

環境にやさしい産地化
の推進

産地化事業への指
導・支援

削減技術の実践・産
地化

スモモの低減栽培として１１haの広域実証圃を設置

ａ ※魚苗供給・試験
指導の充実

b 環境保全型農業の
産地化支援

H18実績 備考

※県花き農水産課

県果樹食品流通課

県農業技術課

県果樹食品流通課
県農業技術課

・認証委員会の開催（Ｈ１９．３．２０）
　　ズッキーニ、中間・高冷地水稲の認証基準の策定、新規認証機関の登録（おおつき
エコビレッジ）
・認証機関の育成
　　新規登録に向けての制度紹介（各道の駅等）
・甲斐のこだわり環境農産物ＰＲ
　　県農業まつり（Ｈ１８．１０．１４～１５）において、チラシ、ティッシュの配布

環境保全型農業推進指針の改訂に向けた意見の聴取を実施

エコファーマー認定数６，６１５名

・冷水病フリー種苗（センター産種苗）を放流した河川での発生調査
　センター三種苗のみを放流した河川に置いては、解禁時までは冷水病の発生は見ら
れなかった。
　全業者で実施し、飼育状況、水質管理、水産用医薬品の適正な使用・管理について
指導した。

H18実績 備考内　容

※放流用アユ種苗、養
殖用種苗の生産供給

関　係　者　の　役　割 関係部署

関係部署

環境農産物の拡大、取
り組み組織の増加

a 減農薬、減化学肥
料の取り組みの推進
（環境保全型農業の
推進）

化学合成農薬、化学肥
料の削減栽培技術開
発の促進及び普及

エコファーマーの認定

（甲斐のこだわり環境
農産物の認証）

取り組み（事業） 関　係　者　の　役　割
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（１）－イ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県 製造・加工・調理業

者、中小企業者、
（社）山梨県食品衛
生協会、鮨商生活衛
生同業組合

監視指導計画の策
定

策定にあたっての県
民からの意見の聴
取

策定にあたっての意
見の提出

策定にあたっての意
見の提出

策定にあたっての意
見の提出

食品営業施設等への
監視指導、収去検査の
実施

監視指導、収去検査
の実施

衛生管理の徹底 ・監視指導・収去検査の実施
    監視回数：１７，２５９件（監視率：１０２．５％）
　　収去件数：１，５４２件（実施率：８４．０％）

※検査機器の計画的な
整備

検査機器の整備 自動ＤＮＡシーケンサの整備

専門的な知識・経験を
有する食品衛生監視員
の養成

食品衛生監視員の
養成

・ＨＡＣＣＰ食品衛生監視員研修　２名
・国立保健医療科学院研修　２名
・東京都市場検査所研修　２名

事業者、従業者に対す
る講習会の開催

講習会の開催 講習会への参加、知
識の修得

・食品衛生講習会の実施
　　１７５回、参加者１０，３７４人

監視指導 食中毒原因菌等に
汚染されていない畜
産物等の生産

衛生管理の徹底 衛生管理の徹底

食中毒防止のため
の講習会等の実施

講習会等への参加 講習会等への参加

会員、組合員への周
知

食中毒原因菌の食品
汚染調査の実施

調査の実施 仕入れ、販売状況の
把握

・調査の実施
　　平成１８年度食中毒発生件数：１３件　患者数：９５２人（人口１０万人あたりの患者
数：１０８人）

食中毒発生時の迅速な
原因究明及び拡大・再
発防止

発生時の調査 調査への協力 調査への協力 ・食中毒発生時の迅速な原因究明及び拡大・再発防止

c 資金の貸付 商工業振興資金の貸
付

資金の貸付 融資の利用 県商業振興金融課 ・４資金１６融資
　　融資枠　130億円

a 食品衛生法の遵守

ｂ 食中毒防止対策

関係部署

県衛生薬務課

県衛生薬務課

・平成１９年度食品衛生指導計画の策定（４月１日）
　　全国シェアの上位を占める食品の安全性確保
　　県内農畜水産食品の安全性確保
　　大規模調理施設及び集団給食施設への監視指導等
・ホームページ等による意見募集
　　平成１９年２月２８日～３月２１日
　　　　２団体からの意見

（衛生薬務課）
・食品衛生監視指導施設
　　監視回数：１７，２５９件（監視率：１０２．５％）
・食中毒防止のための講習会の開催
　　１２９回、参加者６，０７２人
（食品衛生協会）
・食品衛生責任者再講習会の開催
　　３４回、３，６７１人受講
・食品衛生指導員　７５３人に対し、１４会場で研修会実施
　　巡回指導延べ施設数：１９，８５４施設
・８月に９会場デ懇談会を実施
　　１，４６３人参加

H18実績 備考関　係　者　の　役　割

効率的な監視指導計画
の策定

衛生管理の徹底、衛生
知識の普及啓発

取り組み（事業） 内　容
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（１）－イ－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者
県 給食施設、食材販売

業者、県市町村給食
関係者、学校給食関
係者

指導助言の実施 適切な栄養衛生管
理

食材販売業者への
指導

研修会の開催 研修会の実施 研修会の受講

巡回指導の実施 適切な栄養衛生管
理

食材販売業者への
指導

（スポーツ健康課）
・約３６回指導

学校給食用食材点検
の実施

結果についての指導 点検の実施 （スポーツ健康課）
・学校給食用食材点検－県立学校５校実施

調理従事者の検便の
実施

結果についての指導 検査の実施 ・給食調理従事者全員－検便月２回実施

（１）－イ－（ウ）

行政 生産者 事業者 消費者
県 生産農家 と畜場、食鳥処理場

と畜検査の実施 食肉検査の実施 病歴等の報告 衛生管理の実施 ・と畜検査の実施
　　牛：６，１８３頭　とく：４５頭
　　馬：４４４頭　豚：３６，６５８頭
・枝肉の微生物検査の実施
　　牛：６３頭　豚：８０頭

食鳥検査の実施 食鳥検査の実施 ・食鳥検査の実施
　　鶏　３，５６１，７７８羽
・鶏と体の微生物検査の実施　１８８羽

食肉処理場への衛生
指導

処理場への衛生指
導

・と畜場、食鳥処理場等への衛生指導の実施
　　監視回数：５５６件（監視率：９７．７％）

検査員の検査技術向
上

技術研修会への職
員の派遣

・食肉・食鳥肉衛生技術研修会
　　１２人派遣

検査の実施 病歴等の報告 特定危険部位の排
除、焼却

結果判明まで枝肉
等の処理場外への
持ち出し禁止

学校給食施設への指
導

ＢＳＥ検査の実施

関係部署

a 特定給食施設等に
対する監視指導の実
施

給食施設への指導

b 学校給食における
安全性の確保

a と畜及び食鳥検査

b ＢＳＥ検査の実施

取り組み（事業）

関係部署

県健康増進課
県衛生薬務課

県スポーツ健康課

県衛生薬務課

県衛生薬務課 ・スクリーニング検査の実施
　６，２２８頭（実施率：７１．１％）

H18実績 備考

H18実績 備考

（健康増進課）
・給食施設の巡回指導　３５６件実施
（衛生薬務課）
・集団給食施設への監視指導
　　監視回数：４４３件（監視率：６５．９％）

・新採用学校栄養職員研修   １２名
・学校栄養職員経験者研修　　 ２名
・栄養・衛生管理講習会　　　 ６３０名
・給食主任研修会　　　　　　　 ２６４名
・調理実技講習会　　　　　　　１２６名
・学校給食大会　　　　　　　　 ４９５名
・学校給食シンポジウム　　　４５０名
・学校栄養職員研修会　　　　１３０名

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

内　容 関　係　者　の　役　割

5／21



様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（１）－イ－（エ）

行政 生産者 事業者 消費者
県、農林漁業金融公
庫

製造・加工・調理業
者、（社）食品衛生協
会

導入への指導・助
言、技術的支援

システム導入への取
り組み

会員に対する導入
への指導

システムに関する専門
的な知識・技術を有す
る食品衛生監視員の養
成

監視員の養成 ・養成講座への職員の派遣
　　２名（１回）

ＨＡＣＣＰ法に基づく資
金の貸付

資金の貸付（公庫） 制度の利用 ・食品産業品質管理高度化促進資金
　　　利用実績なし

関係部署

県衛生薬務課 （衛生薬務課）
・食品衛生講習会等での説明
　　　１０８回　参加者５，４４０人
（食品衛生協会）
・食品衛生責任者取得講習会　６回、１，０９０人受講
・食品衛生責任者再講習会　　　３１回　３，６７１人受講
・食品衛生指導員による相談対応、指導

H18実績 備考関　係　者　の　役　割内　容取り組み（事業）

ＨＡＣＣＰシステムの考
え方を取り入れた衛生
管理手法の導入

a ＨＡＣＣＰシステムの
考え方を取り入れた
自主管理体制の普及
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（１）－ウ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県、甲府市（中央卸
売市場）

生産農家等 流通・販売業者、卸・
仲卸業者、中小企業
者、（社）県食品衛生
協会

監視指導計画の策
定

策定に当たっての県
民からの意見の聴
取

策定にあたっての意
見の提出

策定にあたっての意
見の提出

策定にあたっての意
見の提出

※検査機器の計画的な
整備

検査機器の整備 自動ＤＮＡシーケンサの整備

※専門的な知識・経験
を有する食品衛生監視
員の養成

食品衛生監視員の
養成

・ＨＡＣＣＰ食品衛生監視員研修　２名
・国立保健医療科学院研修　２名
・東京都市場検査所研修　２名

販売店等に対する監視
指導、衛生管理の実施

監視指導、収去検査
の実施

衛生管理の徹底 ・販売店等の監視指導・収去検査の実施
　　監視回数：１７，２５９件（監視率：１０２．５％）
　　収去件数：１，５４２件（実施率：８４．０％）

早朝監視、収去検査
等の実施

衛生管理の徹底

施設、食品の検査の
実施

検体の提出

流通食品の収去検査 収去検査の実施 ・収去検査の実施
　１，５４２検体実施し、うち食品衛生法違反６検体

事業者、従業者に対す
る講習会の開催

講習会の開催 講習会への参加、知
識の修得

（衛生薬務課）
・食品衛生講習会の実施　１４５回、参加者９，２１４人
（甲府市場）
・食中毒防止等の講習会実施
　１回　参加者２０人
　参加者の徹底、講師の充実を行った。

b 農畜水産物の残留
有害物質の検査

農畜水産物の残留有
害物質の検査

収去検査の実施 農薬等の適正使用 県衛生薬務課 ・収去検査の実施
　残留農薬　実施：１６７検体（実施率９５．４％）
　残留動物用医薬品　実施：２１０検体（実施率１３５．５％）

講習会等の開催 講習会等への参加

システム導入への取
り組み

導入指導、技術的支
援

システム導入への取
り組み

会員に対する導入
への指導

d ※資金の貸付 ※商工業振興資金の
貸付

資金の貸付 融資の利用 ※県商業振興金融課 ４資金　１６融資
　融資枠　１３０億円

備考

県衛生薬務課

県衛生薬務課

a 食品衛生法の遵守

市場における監視指
導、衛生管理の実施

※効率的な監視指導計
画の策定

関係部署

（衛生薬務課）
・食品衛生講習会等での説明　１０８回、参加者５，４４０人
（食品衛生協会）
・食品衛生責任者取得講習会
　６回　参加者１，０９０人

（衛生薬務課）
・食品衛生監視員による相談対応、指導
（食品衛生協会）
・食品衛生指導員による相談対応、指導

（衛生薬務課）
・市場の監視指導　　監視日数：４８日（実施率：１００％）
（甲府市中央卸売市場）
・危機管理マニュアル平成１８年度版（食中毒等の予防、自主衛生管理体制の推進、
食品の安全・安心の確保と安定供給機能を脅かす事態の発生を想定した対応マニュア
ル）の作成・配布
・自主衛生検査の実施　６月卸業者４社、仲卸業者１２社
・再自主衛生検査実施　８月仲卸業者７社
・市場内の巡回指導実施（随時）
・施設整備計画の策定

H18実績

・平成１９年度食品衛生指導計画の策定（４月１日）
　　全国シェアの上位を占める食品の安全性確保
　　県内農畜水産食品の安全性確保
　　大規模調理施設及び集団給食施設への監視指導等
・ホームページ等による意見募集
　　平成１９年２月２８日～３月２１日
　　　　２団体からの意見

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

導入のための講習会等
の開催

導入のための指導、技
術的支援

c ＨＡＣＣＰシステムの
考え方を取り入れた
自主管理体制の普及
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（１）－エ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県、市町村

消費者を対象とした食
品衛生教室等の開催

食品衛生教室等の
開催

食品衛生教室等へ
の参加

・食品衛生月間（８月）を中心とした事業の展開
　　街頭キャンペーンの実施
　　（４保健所１支所で各１回実施）
　　消費者等の参加による懇話会、意見交換会の開催
　　（開催地：中北保健所管内、４回、２３人）

各種広報媒体を活用し
た普及啓発

普及啓発の実施 食品衛生知識の修
得

・新聞、テレビ、ラジオを通しての普及啓発

事業者の行う取り扱い
についての注意喚起

売場等での注意喚
起

きのこ鑑定会の開催 広報、同定員の派遣 鑑定会への参加

鑑定会の開催

（１）－オ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国、関係自治体 販売店等

監視指導計画の策
定・公表

表示等の確認

監視指導、収去検査

国や関係自治体との連
携による監視強化

連携 ・輸入食品の違反事例の共有

b 国への働きかけ 輸入食品の監視、検査
の強化等についての国
への要望等

要望等の実施 県食の安全・食育推進
室
県衛生薬務課

・平成１９年度国の施策及び予算に関する提案・要望実施
　　平成１８年６月、１１月

（１）－カ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県

検査機関での業務管理
（ＧＬＰ）の実施

ＧＬＰの実施等 ・外部精度管理：１～６回
・内部精度管理：２回

ウイルス等遺伝子レベ
ルでの検査手法の研究
及び導入

検査手法の研究、導
入

・講習会等への参加
（衛生微生物技術協議会研究会）

検査機器の計画的な整
備

検査機器の整備 自動ＤＮＡシーケンサの整備

H18実績

県衛生薬務課

関係部署

a 検査機関の業務管
理（ＧＬＰ）の充実と効
率的な検査の研究

b きのこ鑑定会の実
施

a 県民への食品衛生
知識の普及

取り組み（事業） 内　容

関係部署

県林業振興課

関係部署

県衛生薬務課

県衛生薬務課

備考

・平成１９年度食品衛生監視指導計画の策定・公表（３月）
・平成１８年度食品衛生監視指導計画に基づき、市場、大型量販店等の流通段階の監
視を行い、残留農薬、防ばい剤の収去検査を実施
　実施：１６７件（実施率：９５．４％）

H18実績 備考

・鑑定会の実施　14回

H18実績 備考関　係　者　の　役　割

関　係　者　の　役　割

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

監視指導計画に基づく
収去検査の実施

内　容

a 輸入食品の監視指
導及び収去検査

取り組み（事業）
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（１）－カ－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国 畜産農家等、養殖業

者、わさび生産者、
林業協業体、森林組
合、漁業協同組合

動物用医薬品の適正な
使用推進

適正使用のための
指導

適正使用の実施 ・県内農家４０２戸について巡回指導を実施した。
　　　酪農家105戸　肉牛農家91戸　養豚農家36戸
　　　採卵農家63戸　鶏肉農家18戸　養蜂家89戸

薬剤耐性菌発現状況
の把握

定期的な検査の実
施

検査への協力 ・牛、豚、鶏卵、鶏肉　33検体の検査を実施した。

冷水病等に関する調
査、影響軽減技術の確
立

生産養殖衛生管理
の調査研究

健全な養殖用種苗
の購入

・冷水病フリー種苗（センター産種苗）を放流した河川での発生調査
　センター三種苗のみを放流した河川に置いては、解禁時までは冷水病の発生は見ら
れなかった。

養殖魚の防疫体制
の指導

防疫体制の確立

（以上、養殖業者）

調査研究への協力

健全な魚苗の放流

（以上、漁業協同組
合）

c 水わさびにおける
無農薬栽培の研究

水わさびにおける無農
薬・省力的な管理方法
の開発

試験研究 実証栽培等への協
力

県林業振興課 虫害防止のため、防虫ネットでわさび田を被覆する試験を行った。

削減栽培技術の開
発

削減栽培技術の実
践

技術知識の普及 技術・知識の普及、
情報交換

e ※山の幸特産品づ
くり事業

※地域資源を活かした
特用林産物の開発、普
及

山菜(ｳｺｷﾞ､ﾓﾐｼﾞｶﾞ
ｻ、ｳﾜﾊﾞﾐｿｳ)の栽培
方法の確立

実証栽培 ※県林業振興課 ※県森林総研が指導を行う中で、早川町森林組合が事業主体となり、山菜複合栽培を
実施。

（１）－カ－（ウ）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国 肉用牛農家、青果物

生産者、ＪＡ等
山梨食肉流通ｾﾝ
ﾀｰ、仲卸業者、小売
業者

意見交換会の開催 意見交換会の開催 参加 参加 参加 ・出張講座１回開催（安全な畜産物を提供するために）

モデル小売店による生
産履歴の掲示

助言の実施、事業効
果の確認

生産牛の情報提供 牛肉の生産履歴記
載ﾊﾟﾈﾙの発行、掲
示

牛肉の情報入手 ・生産履歴発行枚数　1,473枚
・同掲示店舗数　　　　　　34店舗

※システムの検討会の
開催

システムの検討 システムの検討 システムの検討 県産青果物の購入 指導・支援団体数　　７団体３２件

※生産段階での体制づ
くりの推進

生産履歴等の記帳
指導

生産履歴等の記帳
の推進

青果ネットカタログ登録件数　７９件

品目及び導入技術を追加した指針を策定（改訂）
環境保全型農業推進指針の改訂に向けた意見の聴取を実施。

・冷水病フリー種苗（センター産種苗）を放流した河川での発生調査
　センター三種苗のみを放流した河川に置いては、解禁時までは冷水病の発生は見ら
れなかった。
　全業者で実施し、飼育状況、水質管理、水産用医薬品の適正な使用・保管について
指導した。

H18実績

備考

※県農業技術課

県畜産課

a 牛肉トレーサビリ
ティ・システム確立の
ための調査研究の推
進

b 魚苗供給・試験指
導の充実

d ※減農薬、減化学
肥料の取り組みの推
進

※化学合成農薬、化学
肥料の削減栽培技術
開発の促進及び普及

県畜産課

関係部署

県花き農水産課

※県果樹食品流通課b ※青果物等でのト
レーサビリティ・システ
ム構築に向けた検討
の推進

a 畜産物の生産のた
めの調査研究の推進

取り組み（事業） 関係部署

H18実績

備考関　係　者　の　役　割

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

放流用アユ種苗、養殖
用種苗の生産供給

内　容
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（２）－ア－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国 販売を行う生産者、

ＪＡ中央会
製造・加工、販売業
者、認定機関、認定
事業者

一般消費者、食品表
示ウォッチャー

監視指導、相談対応 適正表示の実施 適正表示の実施 不適正表示の発見、
県への情報提供

生産者、従業者への
法令・表示方法の周
知徹底

※事業者、従事者に対
する講習会の開催

講習会の開催 講習会への参加、従
業員への研修の実
施

講習会への参加、従
業員への研修の実
施

・食品衛生講習会等の実施
　　１００回、参加者　５９４５人

監視指導、相談対応 適正表示の実施 適正表示の実施 不適正表示の発見、
県への情報提供

生産者、従業者への
法令・表示方法の周
知徹底

表示根拠の追跡、確
認

適正表示の実施 適正表示の実施 不適正表示の発見、
県への情報提供

ＤＮＡ分析等科学的
手法による判別調査
の実施

正しい表示への誘導 認定（栽培）基準に
基づく生産

審査・調査・認定・格
付等の実施

不適正表示の発見、
県への情報提供

表示の確認・指導

監視指導、相談対応 適正表示の実施 適正表示の実施 不適正表示の発見、
県への情報提供

生産者、従業者への
法令・表示方法の周
知徹底

調査の実施 適正表示の実施 適正表示の実施

法令・表示方法の周
知徹底

情報の共有化 認定（栽培）基準に
基づく生産

適正表示の実施

普及啓発

（２）－ア－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国 販売を行う生産者 製造・加工、販売業

者
一般消費者、食品表
示ウォッチャー

a 食品表示ウォッ
チャーの設置

食品表示ウォッチャー
の設置

ウォッチャーの委
嘱、研修会の実施

適正表示の実施 適正表示の実施 不適正表示の発見、
県への情報提供

県食の安全・食育推進
室

・全市町村 122人に委嘱（市町村推薦82人、公募40人）
・研修会の実施
・ウォッチャーからの報告徴収

食品表示１１０番の設
置・運営

相談・情報の受付・
対応

相談・情報の提供 相談・情報の提供 相談・情報の提供 ２２３件受付、うち、３件の任意調査を実施した。

※消費者の部屋設置・
運営

相談・情報の受付・
対応

相談・情報の提供 相談・情報の提供 相談・情報の提供 相談件数　２３０件　一般関係75件　表示関係155件
設置回数　17回

※食品安全１１０番の
設置・運営

相談・情報の受付・
対応

相談・情報の提供 相談・情報の提供 相談・情報の提供 ※県食の安全・食育推
進室

・食品安全１１０番による相談・情報の随時受付
　受付件数　１０７件
　受付時間　平日（年末年始を除く）
　午前８時３０分～午後５時

指定農林物資店頭調査（１３８店舗）を実施した。生産行程管理者調査（２件）を実施し
た。

ＤＮＡ分析による米穀の品種判別調査を１９件実施し、疑義の生じた３件について遡及
調査を実施した。

備考

農政事務所

農政事務所

農政事務所

農政事務所

県食の安全・食育推進
室
農政事務所
ＪＡ中央会

県衛生薬務課a 食品衛生法に基づ
く食品表示の指導

表示に関する指導啓
発、相談対応

関係部署取り組み（事業） 関　係　者　の　役　割内　容

e 特別栽培農産物表
示ガイドラインの普及
啓発

b ＪＡＳ法に基づく食
品表示の指導

c 景品表示法に基づ
く食品表示の指導

表示の調査指導、相談
対応

表示実態特別調査の
実施

有機ＪＡＳ規格制度の
普及促進

表示の指導、相談対応

d 食品表示合同調査
の実施

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

合同調査の実施

特別栽培農産物表示ガ
イドラインの普及啓発

県県民生活課

関係部署

県食の安全・食育推進
室

有機農産物等の真正性調査における遡及調査を７件実施した。
環境保全型農業に取り組む生産者等に対しガイドラインの普及・啓発を実施した。

H18実績 備考

苦情相談件数：７件
助言件数：１２件
事業者指導件数：３件

・広域調査
　　年４回８８店舗実施
・地域調査
　　各農務事務所、保健福祉事務所年４回程度

・監視指導、相談対応の実施

H18実績

広域食品表示合同調査　年４回８８店舗実施。
生鮮食品の表示遵守状況調査（一般小売店３０８店舗、中間流通業者３８店舗）を実施
した。また、品目を選定した特別調査を４回（牛肉及び牛肉加工品、北朝鮮関連７品
目、しいたけ、米穀）実施した。

b 食品表示１１０番等
の設置・運営
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（２）－ア－（ウ）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国 販売を行う生産者

表示についての意識調
査の実施

意識調査の実施 意見の提出 意見の提出 意見の提出 ・平成１９年度国の施策及び予算に関する提案・要望実施

やさしくわかりやすい表
示の検討

表示の検討 ・意見交換会等の開催

（２）－イ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国 青果物等の生産者、

ＪＡ
製造・加工、流通・販
売業者・団体

一般消費者

検討会の開催 検討への参加 検討への参加 県産青果物の購入

生産情報の記帳等
指導

生産情報の記帳

記帳運動の展開

普及啓発 入力記帳 入力記帳運動の展
開

入力記帳運動の展
開

周知徹底、啓発 導入への取り組み 導入への取り組み システムの理解

導入への支援

（２）－イ－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国 畜産農家 山梨食肉流通セン

ター、仲卸業者、小
売業者、特定料理提
供者

業者への周知・指導 情報の伝達 適正表示の実施

表示の確認、立入検
査

帳簿への記入

情報の共有化

牛肉サンプルのＤＮＡ
鑑定の実施

サンプルの収集・鑑
定

・１８０点を鑑定

牛肉トレーサビリティ法
に基づく情報管理

立入検査 法律の遵守、届出の
履行

法律の遵守、届出の
履行

・定期立入検査２０１、臨時立入検査３９を実施　　届出等の指導

推進会議の開催 推進会議の開催 会議への参加 会議への参加 会議への参加 ・食肉適正表示交流会等参加　4回

ホームページによる県
産牛肉の生産履歴情
報の公開

助言の実施 生産牛の情報提供 ホームページ運用、
個体識別番号の伝
達

牛肉の情報入手 ・ホームページアクセス数7000件（18年度）

周知徹底、啓発 導入への取り組み 導入への取り組み システムの理解

導入への支援

農政事務所

関係部署

農政事務所

県畜産課

※農政事務所

取り組み（事業） 内　容

関　係　者　の　役　割

関　係　者　の　役　割

システム導入に向けて
の周知徹底の実施

取り組み（事業） 内　容

※システム導入に向け
ての周知徹底の実施

b ※トレーサビリティ・
システム導入の促進

a 消費者にやさしくわ
かりやすい表示のあ
り方の検討

a 青果物等でのトレー
サビリティ・システム
構築に向けた検討の
推進

牛肉の個体識別番号
の表示

システムづくりの検討

青果ネットカタログ等の
試行

県食の安全・食育推進
室

関係部署

県果樹食品流通課

関係部署

確認及び指導　　２５０業者

食品関連事業者等に対し、事業内容の普及・啓発を実施

食品関連事業者等に対し、事業内容の普及・啓発を実施。

H18実績 備考

指導・支援団体数　　　　　７団体３２件

青果ネットカタログ登録件数　　７９件

H18実績 備考

H18実績 備考

ｂ トレーサビリティ・シ
ステム導入の促進

a 牛肉トレーサビリ
ティ法に伴うシステム
運用等

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（２）－ウ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国、市町村 販売を行う生産者 一般消費者、消費生

活ﾓﾆﾀｰ

国や自治体と連携した
情報の把握、内容分析
の実施

情報の収集・蓄積・
分析

情報の提供 情報の提供 情報の提供 ・国や都道府県ホームページの確認
・全国食品安全自治ネットワークへの参加

県内関係者による情報
ネットワーク化の推進

ネットワーク等の構
築、参加

ネットワーク等の構
築、参加

ネットワーク等の構
築、参加

ネットワーク等の構
築、参加

・食の安全・安心情報ネットワークの試行実施

市町村ネットワーク等に
よる情報交換の推進

ネットワーク等の構
築、参加

・市町村情報ネットワークの構築

モニターの委嘱、

研修会等の実施 研修会等への出席

アンケート、意見、要
望等の取りまとめ

アンケート調査への
回答、意見・要望等
の提出

※食品安全１１０番の
設置・運営

相談・情報の受付・
対応

相談・情報の提供 相談・情報の提供 相談・情報の提供 ※県食の安全・食育推
進室

・食品安全１１０番による相談・情報の随時受付
　受付件数　１０７件
　受付時間　平日（年末年始を除く）
　午前８時３０分～午後５時

※消費者の部屋の設
置・運営

相談・情報の受付・
対応

相談・情報の提供 相談・情報の提供 相談・情報の提供 ※農政事務所 設置回数　１７回

（２）－ウ－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国 全ての生産者 全ての事業者 全ての消費者

ホームページによる情
報提供

情報の提供 情報の発信・収集 情報の発信・収集 情報の収集 県食の安全・食育推進
室
農政事務所

農政事務所ホームページへのアクセス数　約20,000件
食の安全・食育改質室ホームページ開設

メールマガジンによる情
報の配信

農政事務所 配信件数　４８２件

広報媒体（ﾃﾚﾋﾞ、ﾗｼﾞｵ、
県広報誌等）による情
報提供

県食の安全・食育推進
室

・広報媒体への情報提供
・食の安全・安心推進月間：ラジオ番組

情報誌による情報提供 県食の安全・食育推進
室
農政事務所

・農政やまなしの発行（毎月）
・食品動向だよりの発行（毎月）
・消費生活情報誌かいじ号（隔月）

生産者、事業者による
情報発信の促進

県食の安全・食育推進
室

・食の安全・安心情報ネットワークの試行実施

計画の策定、公表

策定にあたっての県
民からの意見聴取

策定にあたっての意
見の提出

策定にあたっての意
見の提出

策定にあたっての意
見の提出

監視指導結果の公
表

・平成１９年度食品衛生監視指導計画の策定・公表
・ホームページ等による意見募集
　（２月２８日～３月２１日　２団体から意見）
・平成１８年度食品衛生監視指導結果は、平成１９年度に公表

H18実績 備考

農政事務所

県衛生薬務課

内　容取り組み（事業） 関　係　者　の　役　割

食品衛生監視指導計
画の策定及び公表

a 情報の収集・蓄積・
内容分析

c ※食品安全１１０番
等の設置・運営

b 食料品消費モニ
ターの設置

県食の安全・食育推進
室

関係部署

関係部署

・モニターの委嘱（４月６日：１５名）
・定期調査（４回）
・研修会の実施（５月２５日）
・ブロックモニター懇談会（３月１５日）
・アンケートの実施
・意見・要望等（随時報告）の対応

H18実績 備考

a 消費者等への情報
提供

b 食品衛生監視指導
計画の公表

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

食料品消費モニターの
設置
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（２）－エ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国、市町村 全ての消費者、消費

生活相談員

a 食品安全１１０番の
設置・運営

食品安全１１０番の設
置・運営

相談・情報の受付・
対応

相談・情報提供 相談・情報提供 相談・情報提供 県食の安全・食育推進
室

・食品安全１１０番による相談・情報の随時受付
　受付件数　１０７件
　受付時間　平日（年末年始を除く）
　　　午前８時３０分～午後５時

b 消費生活相談員の
活用促進

消費生活相談員の活
用促進

消費生活相談員の
運営

相談に対する対応 県食の安全・食育推進
室

・食品表示について説明、協力依頼

ホームページによる相
談の受付

相談等の受付・情報
の提供

相談 相談 相談 県食の安全・食育推進
室

・相談等の受け付け

各種イベントに窓口を
設置し、相談や情報提
供の対応

県食の安全・食育推進
室

・各種イベントでの窓口の設置

関係機関での相談の受
付、苦情への対応

県県民生活センター
各保健所

（県民生活セ）
食品に関する依頼テスト：０件
食品に関する相談：１５２件

消費者相談担当者の
設置

相談・情報の受付・
対応

相談・情報の提供 相談・情報の提供 相談・情報の提供 ・相談件数　２３０件
　一般相談・・・７５件、表示関係・・・１５５件

移動消費者の部屋の
設置・運営

設置回数１７回

農政事務所

関係部署

d 消費者の部屋の設
置・運営

c 食品の安全・安心
に関する相談の受
付・対応

取り組み（事業） 内　容 H18実績 備考関　係　者　の　役　割
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（２）－オ－（ア）
備考

行政 生産者 事業者 消費者
県、市町村 一般消費者、消費者

団体

食の安全・安心を考え
るフォーラムの開催

フォーラムの開催 フォーラムへの参加 フォーラムへの参加 フォーラムへの参加 ・食の安全・安心を考えるフォーラムは終了
　意見交換会、食育推進シンポジウム、食の安全・食育推進大会等で対応

食の安全・安心推進月
間街頭キャンペーンの
実施

街頭キャンペーンの
実施

・食の安全・安心推進月間（９月）に街頭キャンペーンの実施、啓発用懸垂幕の設置

普及・啓発の実施

イベントへの参加

研修会の開催 研修会への参加 研修会への参加 研修会への参加

研修会への参加

情報提供 情報提供 情報提供 消費者の集い等の
開催

研修会等への参加

団体等が開催する勉強
会等への講師派遣

勉強会等への講師
派遣

勉強会等の開催、講
師依頼

勉強会等の開催、講
師依頼

勉強会等の開催、講
師依頼

県食の安全・食育推進
室

・講師として職員を派遣

栄養士、調理師、食生
活改善推進員等に対す
る研修会の実施

研修会の開催 研修会への参加 研修会への参加 研修会への参加 県健康増進課 研修会の開催
栄養士：２２回延べ４５８名
調理師：１１回延べ３２２名
食生活改善推進員：１９回延べ２０３５名
給食施設従事者：１７回延べ１１８１名

商品テスト教室、出前
講座等による正しい知
識の普及啓発

指導啓発 講習会への参加、知
識の修得

県県民生活センター 消費生活センター組織改正に伴い終了
県政出張講座等で対応。

パンフレット等の啓発資
料の作成、配布

普及啓発 学習 学習 学習 ・食品表示啓発パンフレットの配布。

情報の提供 情報の発信 情報の発信 情報の収集

情報の収集 情報の収集

広報媒体による情報提
供

・広報媒体への情報提供

情報誌による情報提供 （食の安全・食育推進室）
・かいじ号の発行（年６回）

生産者、事業者による
情報発信の促進

・食の安全・安心情報ネットワークの試行実施

H18実績

県食の安全・食育推進
室

県食の安全・食育推進
室

食の安全・安心に関す
る研修会等の開催

内　容

c 啓発資料の作成、
ホームページの活用

ｂ 研修会等の開催

各種イベントによる普
及・啓発の実施

消費者団体

県食の安全・食育推進
室

消費者団体

関係部署

第２１回山梨消費者のつどい開催
講演：「食育・食の安全・ほんものの食を考える」（和田正江）
「食品安全ｾﾐﾅｰ」「食の安全・食育推進大会」参加

・農林水産行政及び食の安全・安心の情報提供

取り組み（事業）

ホームページによる情
報提供

a イベント等の開催

関　係　者　の　役　割

第２１回山梨消費者のつどい開催
甲府市消費者ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ「食品表示学習会」の企画・協力

・意見交換会、食育推進シンポジウム、食の安全・食育推進大会等で研修
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（３）－ア－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県、市町村 畜産農家、特用林産

協会等、ＪＡ中央会
等

県牛乳普及協会、乳
業者、県畜産協会

学校関係者、児童・
生徒、父兄

児童・生徒・先生等の
牧場等への視察の実
施

実施の支援 視察の受け入れ 事業の実施、視察の
受け入れ

視察への参加

※牧場探検隊の開催 事業の推進指導 農家での作業体験
の受け入れ

事業の実施 事業への参加

事業の実施・支援 農産物の供給 安全な食品供給へ
の理解促進

参加

参加者への理解促
進

消費者との交流 学習会等の指導

栽培指導

事業の実施に向け
た調整、連携

農業体験、加工体験
の受け入れ

事業への協力 事業への参加

見学施設の提供

交流への協力

食の安全・安心交流ツ
アーの開催

ツアーの開催 ツアーへの協力 ツアーへの協力 ツアーへの参加 県食の安全・食育推進
室

・調べ隊（７／２６に実施）
　対象者：小学生（４年生以上）とその保護者　20組40名
・内　容
　　キープ協会高冷地実験農場、県立八ヶ岳牧場、雪印チーズ研究所

食を語る集いの開催 集いの開催 集いへの参加 集いへの参加 集いへの参加 県食の安全・食育推進
室

食の安全・安心を語る会の開催（２回）

生産者と消費者のコ
ミュニケーションの促進

シンポジウム、意見
交換会の開催

シンポジウム、意見
交換会への参加

ＪＡ中央会 ・ライススポーツセミナーの開催（７月９日）
・ラグビートップリーグで食育関係資料配付（１２月１０日）
・県農業まつりで地産地消料理講習会開催（１０月１５日）

※きのこ・山菜料理教
室等の開催

料理教室・講習会の
広報、支援

料理教室・講習会の
開催

料理教室・講習会へ
の参加

※県林業振興課 ※特用林産フェアとしてH18.10～11にかけて県下３地域で４回実施し、県内特用林産
物の試食、展示、普及啓発を行った。

事業の実施・支援 農産物の供給 安全な食品供給へ
の理解促進

参加

参加者への理解促
進

消費者との交流

H18実績

※県農政総務課

※県農政総務課

※県農業技術課

b 食を通した交流会
の開催

※親子料理教室の開
催

a 生産・製造現場の
見学会・交流会の開
催

※食の見学、体験学習
会の開催

※あぐり探検隊交流事
業の実施

取り組み（事業） 内　容

県畜産課
（社）山梨県畜産協会

関係部署

参加者７４名
　８月１９日午前中明野町においてほ場整備事業を見学、午後は農大で白菜と大根の
植え付け作業１０月２１日農大で収穫体験

県食育推進体制の見直しにより事業はＨ１７終了。
農業学習、農業体験等を推進・支援

備考

県食育推進体制の見直しにより事業はＨ１７終了。
農業学習、農業体験等を推進・支援

・畜産体験交流研修会の開催　H18.8.26～27
  北杜市（キープ協会）、甲斐市（小林牧場、黒富士農場）、中央市（与一味工房）、参加
者：児童生徒と保護者４６名
・山梨県地域交流牧場協議会の開催　２回
・加工調理体験　２回(H18.10.28､H19.2.25)
  甲州ﾜｲﾝﾋﾞｰﾌ、フジザクラポーク
・牧場見学会の開催（H18.10.23　静岡県内の牧場、参加人数58名）

関　係　者　の　役　割
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（３）－イ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県、市町村 農家、ＪＡ、地産地消

サポーター、林業協
業体、森林組合、特
用林産協会、県畜産
協会

流通・販売業者、地
産地消サポーター、
食の匠協同組合

地産地消サポー
ター、給食関係者、
主婦、消費者団体、
栄養士会、食生活改
善推進員連絡協議
会、調理師会等

普及・宣伝、 生産振興対策 域内流通拡大対策 料理教室等の開催

生産流通の仕組み
づくり

県産食材を利用した
料理の研究

県産食材への理解

推進会議の設置 会議への参加 会議への参加 会議への参加

推進策の検討 意見の提出 意見の提出 意見の提出

地産地消サポーター制
度の創設

制度の創設、募集 サポーターへの参加 サポーターへの参加 サポーターへの参加 県果樹食品流通課
食改推連絡協議会

各農務事務所において、サポーター交流会を開催
（４地域各１回：Ｈ１８．７．７、１１．３０、Ｈ１９．３．１、
３．９）

フォーラムの開催 フォーラムの開催 フォーラムへの参加 フォーラムへの参加 フォーラムへの参加 県果樹食品流通課 地産地消推進大会の開催（Ｈ１９．２．８）
於　笛吹市スコレーセンター
（生活研究グループ　参加）

※米消費拡大総合対
策の推進

団体の活動支援 米消費拡大ＰＲ活動
の展開

食育の実施 ※県花き農水産課 ・お米まつりの実施
・おもいっきりお米展の実施

整備に対する指導、
支援

農産物の生産 域内流通の確立 農産物の消費、評価

直売施設等の整備 直売施設等の整備

ニーズ調査 調査への協力

c 山の幸特産品づくり
事業

地域資源を活かした特
用林産物の開発、普及

山菜(ｳｺｷﾞ､ﾓｼﾞｼﾞｶﾞ
ｻ、ｳﾜﾊﾞﾐｿｳ)の栽培
方法の確立

実証栽培 県林業振興課 ・県森林総研が指導を行う中で、早川町森林組合が事業主体となり、山菜複合栽培を
実施。

d 特用林産需要拡大
の推進

きのこ・山菜料理教室
の開催

料理教室の広報、支
援

教室の開催 教室への参加 県林業振興課 ・特用林産フェアとしてH18.10～11にかけて県下３地域で４回実施し、県内特用林産物
の試食、展示、普及啓発を行った。

e ※NPOや食育ボラ
ンティア、自主活動組
織との協働

※栄養関係団体と連携
した食育の実施

団体の活動支援 食育の実施 ※県健康増進課 県・保健所において食改推連絡協議会の活動支援
（研修会の開催）
内容　食育基本法、食事バランスガイド等について
回数　２１回

検討会への参加 検討会の開催 検討会への参加 検討会への参加

検討会への参加

研修会等の開催 研修会への参加 研修会の開催 研修会への参加 研修会への参加 ・Ｈ１７年度で事業終了

・Ｈ１７年度で事業終了

地域のモデルとなり、地域活性化につながる事業に対し重点的に支援を行った。
・農産物直売・加工施設の整備　２箇所
・農産物加工機器・販売機器等の整備　１箇所
・検査、出荷体制の整備　２箇所

H18実績

地産地消推進協議会の開催
（Ｈ１８．９．２０及びＨ１９．３．２３）

県農村振興課

（社）山梨県畜産協会

県果樹食品流通課

関係部署

県果樹食品流通課
甲斐の匠協同組合

a 県産農産物の地産
地消の推進

取り組み（事業） 内　容 備考

５回の研究会を開催。
山梨の食材を利用した低カロリー、塩分を調整した料理の研究
５回目は西洋料理とのコラボレートの研究。

普及・宣伝、県産食材
の日の設定、食材カレ
ンダーの作成

地産地消推進会議の
設置

市町村、農協等が行う
ソフト及びハード整備に
対する支援

県域検討会の開催f 畜産物安全・安定供
給相互理解体制推進
事業

ｂ 旬のやまなし・地産
地消支援事業の推進

関　係　者　の　役　割
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（３）－イ－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国、市町村 酪農家、稲作農家、

ＪＡ中央会
製造・流通業者
県牛乳普及協会、乳
業者

学校給食施設、学校
設置者

学校給食用牛乳の供
給

事業実施主体への
指導

生乳の安定供給 学校給食用牛乳の
安定供給

制度の利用、給食の
実施

・供給学校数　２８５校
・供給本数　１，４１５万本

学校給食用牛乳関係
合理化施設機器整備

合理化施設機器整
備支援

・牛乳保冷庫整備　１校

米飯学校給食における
給食用食器の購入支
援

食器購入支援 安全・安心な米の生
産、提供

県産米の円滑な流
通

制度の利用、米飯給
食の実施

米などの地域で生産さ
れた農産物を活用した
給食メニューの研究支
援

事業の支援

県産米を原料とした米
粉パンの導入支援

導入支援

米飯学校給食用機器
等の整備への支援

学校給食用炊飯機
器等の贈呈

ＪＡ中央会
市町村

（ＪＡ中央会）
・ライススポーツセミナーを開催
　７月９日、山梨学院大学に於いて、小学生と保護者２００名参加で開催
・米飯給食用機器整備は一定の成果を得たため、H17年度で終了

県産農畜水産物を使用
した学校給食

学校給食週間を中
心とした取り組み推
進

県産農畜水産物の
使用

県スポーツ健康課
市町村

・学校給食週間を中心とした取り組み推進については、全ての小中学校約３００校にお
いて実施した。

推進会議の設置 会議への参加 会議への参加 会議への参加

推進策の検討 意見の提出 意見の提出 意見の提出

県畜産課
市町村

関係部署

県花き農水産課
市町村

※県果樹食品流通課

a 学校給食等におけ
る地域の農畜水産物
の活用

※地産地消推進会議
の設置

H18実績 備考

地産地消推進協議会の開催
（Ｈ１８．９．２０及びＨ１９．３．２３）

一応の成果をあげたため終了。
米消費拡大等を通じての推進。

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（３）－ウ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国、市町村 農家 県畜産協会、県・市

町村等学校給食施
設、学校設置者・教
員等

県内親子、児童生
徒、保護者、栄養士
会

研修会等の実施 研修会等への参加 研修会等の実施

児童生徒、保護者等
に対する指導

試食会、説明会等の
実施

参加

情報交換の実施

「たより」等の作成・
配布

牧場探検隊の開催 事業の推進指導 農家での作業体験
の受け入れ

事業の実施 事業への参加 県畜産課
（社）山梨県畜産協会

※児童・生徒・先生等
の牧場等への視察の
実施

実施の支援 視察の受け入れ 事業の実施、視察の
受け入れ

視察への参加

事業の実施に向け
た調整、連携

農業体験、加工体験
の受け入れ

事業への協力 事業への参加

見学施設の提供

交流への協力

小中学校教育推進地
区活動事業の実施

学校農園等の指導 事業への協力 事業への参加

食育の実施

農作業体験指導者
研修会の実施

研修会の受講

児童生徒への指導

事業の実施・支援 農産物の供給 安全な食品供給へ
の理解促進

参加 ※県農政総務課

参加者への理解促
進

消費者との交流 学習会等の指導

栽培指導

出張講座の実施 講座の依頼 講座の依頼 講座の依頼

講座への参加 講座への参加 講座への参加

県農業技術課

県農業技術課

※農政事務所

a 研修会等の開催

関係部署

県スポーツ健康課

・明野小学校　参加者277名
　5月作付打合せ、6月野菜栽培、７月野菜の管理方法、１０月生産物の理活用
・芦川小学校　参加者12名
　5月ﾐﾆﾄﾏﾄ苗定植、7月キクさし芽
・上野小学校　参加者165名
　5月～11月サツマイモ、スイカ、ポップコーン、ジャガイモ栽培

県食育推進体制の見直しにより事業はＨ１７終了。
農業学習、農業体験等を推進・支援

・学校給食試食会の開催－各校において随時実施
・学校給食献立予定表の作成・配布－毎月作成・配布
・給食だよりの作成・配布－各校において随時発行

・参加者７４名
　8月19日午前中明野町においてほ場整備事業等を見学、午後は農大で白菜と大根の
植え付け作業、10月21日農大で収穫体験

・畜産体験交流研修会の開催　H18.8.26～27
  北杜市（キープ協会）、甲斐市（小林牧場、黒富士農場）、中央市（与一味工房）、参加
者：児童生徒と保護者４６名
・山梨県地域交流牧場協議会の開催　２回
・加工調理体験　２回(H18.10.28､H19.2.25)
  甲州ﾜｲﾝﾋﾞｰﾌ、フジザクラポーク

H18実績 備考

・新採用学校栄養職員研修　　１２名
・学校栄養職員経験者研修　　２名
・栄養・衛生管理講習会　　　　６３０名
・給食主任研修会　　　　　　　　２６４名
・調理実技講習会　　　　　　　　１２６名
・学校給食大会　　　　　　　　　４９５名
・学校給食シンポジウム　　　　４５０名
・学校栄養職員研修会　　　　　１３０名

b 農業体験学習の推
進

取り組み（事業）

学校給食関係者に対す
る食に関する研修会等
の実施

児童生徒、保護者等に
対する食教育

内　容

あぐり探検隊交流事業
の実施

※食の見学、体験学習
会の開催

c ※食育出張講座の
実施

※食育出張講座の実
施

実施回数 51回
セミナー・シンポジウム・意見交換会　５件
体験学習　３件　講師派遣　４３件

関　係　者　の　役　割
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（３）－ウ－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者
県、市町村、国 農産物の販売を行う

生産者、食育ボラン
ティア

製造・加工、卸・販売
業者、給食施設、食
育ボランティア

一般消費者、親子、
消費者団体、食育ボ
ランティア、栄養士
会、食生活改善推進
員連絡協議会、調理
師会等

協議会の設置、運営 協議会への参加 協議会への参加 協議会への参加

地域農産物に関す
る指導

食品安全対策への
理解促

食育の実践

食育ボランティアの育
成

講習会等の実施、育
成

活動 活動 活動 ・食育推進ボランティア研修会を開催。（１５７名出席）

親子料理教室の開催 事業の実施・支援 農産物の供給 安全な食品供給へ
の理解促進

参加

参加者への理解促
進

消費者との交流 学習会等の指導

栽培指導

食育学習活動等支援
の実施

地域農産物の給食
利用と食育の推進

農産物の提供 流通面の支援、理解 地産地消への理解

地域朝市・夕市交流会
の開催

各種取り組みへの理
解促進

農産物の供給

情報の発信 情報提供 情報提供 情報提供の実施

情報提供 ネットワーク参加に
よる情報提供、連携
活動

ネットワーク参加に
よる情報提供、連携
活動

ネットワーク参加に
よる情報提供、連携
活動

連携活動の実施 食育の実践

広報活動の実施

出張講座の実施 講座の依頼 講座の依頼 講座の依頼

講座への参加 講座への参加 講座への参加

d ※特定給食施設に
対する監視指導の実
施

※給食施設への個別
指導、集団指導の実施

指導助言の実施 適切な栄養衛生管
理

県健康増進課 給食施設の巡回指導　３５６件実施

食育実施への支援 講習会、栄養相談等
の実施

参加

※栄養士、調理師、食
生活改善推進員等に対
する研修会の実施

研修会の開催 研修会への参加 研修会への参加 研修会への参加 ※県健康増進課 研修会の開催
栄養士：２２回延べ４５８名
調理師：１１回延べ３２２名
食改推改善推進員：１９回延べ２０３５名
給食施設従事者：１７回延べ１１８１名

f ※NPOや食育ボラン
ティア、自主活動組織
との協働

※栄養関係団体と連携
した食育の実施

団体の活動支援 食育の実施 ※県健康増進課 県、保健所において食改推連絡協議会の活動支援
（研修会の開催）
内容　食育基本法、食事バランスガイド等について
回数　２１回

県健康増進課
栄養士会
食改推連絡協議会

県農政総務課

関係部署

農政事務所

農政事務所

e 講習会、栄養相談
等の実施

地域推進協議会の開
催

食の見学、体験学習会
の開催

c 食育出張講座の実
施

食育出張講座の実施

ネットワークによる情報
提供活動の実施

a 食育実践地域活動
支援事業

b 食育推進ネットワー
ク事業

親子への食育の推進 （栄養士会）
出前栄養相談（食育）
・県下の児童館などに集まる親子を対象に栄養媒体（エプロンシアター等）を使って、食
の安全・安心を含めた食育を実施した。
（健康増進課）
親子を対象とした食育講習会の実施
食改推連絡協議会主催：７７地区延べ２３５３名
栄養士会主催：２２地区延べ６６２名

・ネットワークやまなし交流会（３月６日）
　食育実践事例発表、講演、意見交換
・食育関連情報提供（毎月）

実施回数　　５１件
　セミナー・シンポジウム・意見交換会　５件
　体験学習　３件
　講師派遣４３件（消費者　３６件、学校　７件）

H18実績 備考

・農務事務所において、食育の推進について地域の各機関と検討した。

県食育推進体制の見直しにより事業はＨ１７終了。
農業学習、農業体験等を推進・支援

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（４）－ア－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県

a 山梨県食品安全対
策本部の運営

食品安全対策本部の
運営

対策本部の運営 県食の安全・食育推進
室

・食の安全・食育推進本部に改組
　年３回開催

b 山梨県食品安全推
進会議の運営

食品安全推進会議の
運営

推進会議の運営 県食の安全・食育推進
室

・山梨県食品安全推進連絡会議に名称変更
　年２回開催

c 地域食品安全推進
会議の運営

地域食品安全推進会
議の運営

推進会議の運営 県食の安全・食育推進
室

・H17年度末で推進会議を終了

（４）－イ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国、市町村 会議委員、全ての生

産者
会議委員、全ての事
業者

会議委員、全ての消
費者

a 山梨県食品安全会
議の運営

食品安全会議の運営 会議の運営 会議での意見・情報
交換

会議での意見・情報
交換

会議での意見・情報
交換

県食の安全・食育推進
室

・会議の開催（年４回）

食の安全・安心行動計
画推進大会の開催

推進大会の開催 推進大会への参加 推進大会への参加 推進大会への参加 ・９月１４日開催
　参加対象者：消費者、食品関連事業者、行政職員
　内容：優良団体表彰　３団体、事例発表
　　　　　講演等
・推進大会運営委員会の開催

食の安全・安心に関す
る情報・意見交換会の
開催

情報・意見交換会の
開催

情報・意見交換会へ
の参加

情報・意見交換会へ
の参加

情報・意見交換会へ
の参加

・食に関する意見交換会の開催（年２回）

食の安全・安心に関す
る情報ネットワークの構
築

ネットワークの構築 ネットワークへの参
加

ネットワークへの参
加

ネットワークへの参
加

・食の安全・安心情報ネットワークの試行実施

ネットワークの構築 情報の利用 情報の利用 情報の利用

ネットワークへの参
加、情報の共有

（４）－ウ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国 山梨県消費者団体

連絡協議会

食品安全委員会との連
携、情報・意見交換の
実施

連携、情報・意見交
換の実施

　食品安全委員会との連携による食の安全・安心を語る会の開催
（山梨県消団連）
　意見交換会への出席
　「ＢＳＥ対策について」「ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝはいかに食育に貢献できるか」「輸入食品の
安全確保とＢＳＥ対策」「農薬に関する意見交換会」等

関係機関との連携、情
報・意見交換の実施

連携、情報・意見交
換の実施

ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ登録
団体としての活動

関係機関との連携による食の安全・安心を語る会の開催
（山梨県消団連）
　意見交換会への出席
　「米国産牛肉輸入問題について」「米国産牛肉現地調査・報告説明会」等
パブリックコメントの提出
　「米国産牛肉等の対応について」「食の安全に関するリスクコミュニケーションの改善
について」等

広域的、国際的な課題
についての国への要望

国への働きかけ ・要望書の提出
（山梨県消団連）
「米国産牛肉輸入全面停止の解禁に反対する要請」等

県食の安全・食育推進
室

関係部署

b 県民ネットワークづ
くりの推進

取り組み（事業）

市町村ネットワークの
構築

内　容 関係部署

県食の安全・食育推進
室

関係部署 H18実績 備考

H18実績 備考

・食の安全・安心情報ネットワークの試行実施

H18実績 備考取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

関　係　者　の　役　割

a 国との連携、情報・
意見交換、働きかけ
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様式　１ 食の安全・安心行動計画実施状況調査票

（４）－ウ－（イ）

行政 生産者 事業者 消費者
県

各種会議への出席 会議への出席 ・各種会議への出席

全国食品安全自治ネッ
トワークへの参加

ネットワークへの参
加

・自治ネットワークへの参加

インターネット、電話等
による情報・意見交換
の実施

情報・意見交換の実
施

・インターネット、電話等による情報・意見交換

（４）－ウ－（ウ）

行政 生産者 事業者 消費者
県、市町村

研修会等の開催 研修会等の開催、参
加

・研修会等の開催

ネットワークの構築 情報の利用 情報の利用 情報の利用

ネットワークへの参
加、情報の共有

（４）－エ－（ア）

行政 生産者 事業者 消費者
県、国、市町村  参加・協力者  参加・協力者  参加・協力者、栄養

士、食生活改善推進
員連絡協議会、調理
師会等

栄養関係団体と連携し
た食育の実施

団体の活動支援 食育の実施 県健康増進課 県、保健所において食改推連絡協議会の活動支援
（研修会の実施）
内容　食育基本法、食事バランスガイド等について
回数　２１回

情報交換、組織間交
流、学習会等の活動支
援のための情報提供、
専門家の派遣

情報提供、専門家の
派遣

活動への参加・協力 活動への参加・協力 活動への参加・協力 県食の安全・食育推進
室

・情報提供、各種会議への参加

県食の安全・食育推進
室

a NPOや食育ボラン
ティア、自主活動組織
との協働

a 都道府県との連携、
情報・意見交換

a 市町村との連携、情
報・意見交換

取り組み（事業）

備考

※市町村ネットワーク
の構築

内　容 関係部署

・食の安全・安心情報ネットワークの試行実施

関係部署

H18実績

H18実績

関係部署

県食の安全・食育推進
室
市町村

備考

備考H18実績取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割

関　係　者　の　役　割

取り組み（事業） 内　容 関　係　者　の　役　割
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